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広域連合設立の手順（地方自治法）   



広域連合の規約（地方自治法）  

地方自治法第291条の4第1項  

広域連合の規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。  

1 広域連合の名称  

2 広域連合を組織する地方公共団体  

3 広域連合の区域  

4 広域連合の処理する事務  

5 広域連合の作成する広域計画の項目  

6 広域連合の事務所の位置  

7 広域連合の議会の組織及び議員の選挙の方法  

8 

9 広域連合の経費の支弁の方法   



広域連合規約対比表  

福岡介護保険広域連合   沖縄介護保険広域連合   大雪地区広域連合   空知中部広域連合   彩の国さいたま人づくり広域  こうち人づくり広域連合   
連合  

広域連合  第1条 この広域連合は、  第1条 この広域適合は、沖純  第1条 この広域連合は、大雪  第1条 この広域連合は、空知  第1粂 この広域連合は、彩の  第1条 この広域迎合は、こうち   
の名称   福岡県介護保険広域連  県介護保険広域連合（以下「広  地区広域連合（以下「広域連合」  中部広域連合（以下「広域連合」  国さいたま人づくり広域連合（以  人づくり広域連合（以下「広域  

合（以下「広域連合」と  という。）   という。）   下「広域連合」という。）という。  適合」という。）   
いう。）という。   

広域連合  第2条 広域迎合は、別  第2条 広域連合は、別表第1  第2条 広域連合は、束川町、  第2粂 広域連合は、歌志内市、  第2粂 t広域連合は、埼玉県及  第2条 広域迎合は、別表第1   
を組織す  表第1に掲げる市町村  に掲げる市町村（以下「関係市  美瑛町及び東神楽町（以下「閑  奈井江町、上砂川町、浦白町、  び埼玉県内の全市町村（以下  に掲げる市町村（以下「構成市   

る地方公  （以下「関係市町村」と  町村」という。）をもって組織す  係町」という。）をもって組織す  新十津川町及び雨竜町（以下  「構成団体」という。）をもって  町村」という。）をもって組織す   
共団休   いう。）をもって組織する。  る。   る。   「関係市町」という。）をもっ  る。   

て組織する。   
広域連合  第3条 広域連合の区域  第3条 広域連合の区域は、閑  第3条 広域連合の区域は、関  第3条 広域連合の区域は、閑  第3条 広域連合の区域は、埼  第3条 広域連合の区域は、高   
の区域   は、関係市町村の区域と  係町の区域とする。   係市町の区域とする。   玉県の区域とする。   知県の区域とする。   

する。   

広域連合  第4条  広域連合は、介護保  第4条  広域連合は、介護  第4条 広域連合は、次に掲げ  第4条 広域連合は、次に掲げ  第4条 広域連合は、構成団体  第4条 広域連合は、梢成市町   
の処理す  険（平成9年法律第123   保険法（平成9年法律第123  る事務を処理する。   る事務を処理する。   の職員の人材の開発、交流及び  村の職員等の研修、人相交流、   
る事務   号）に規定する市町村の事務  号）に規定する市町村の事務  （1）介護保険法（平成9年法律  （1）介護認定審査会の設置運  確保に関する事務（構成団体が  人材確保及び調査研究に閲す  

．のうち、次に掲げる事務を処  のうち、次の各号に掲げる事  第123号）に規定に基づく介  営に関すること   自ら行うものを除く。）を処理す  る事務（構成市町村が自ら行う  

理する。ただし、各号の事務  務を処理する。ただし、別表  護保健事業に関する事務   （2）介護保険の事務に関するこ  る。   ものを除く。）を処理する。  
のうち、別表第2に定める事  第2の左欄に掲げる事務の  （2）国民健康保険法（昭和33  と  
務については関係市町村に  うち、同乗の右欄に掲げる事  年法律第192号）の規定に基  （3）介護予防対策事業に関す  

おいて行う。   務については、関係市町村に  づく国民健康保険事業に閲す  ること  
（1）被保険者の資格の管理に  おいて行うものとする。   る事務（国民健康保険直営診  （4）広域医療推進に関すること  

関する事務   （1）被保険者の資格の管理に  療施設に係る事務を除く。）  （5）国民健康保険事業に閲す  
（2）要介経認定及び要支援認   関する事務   （3）老人保健法（昭和57年法  ること（国民健康保険直営診  

定に関する事務   （2）要介護認定及び要支援詑  律第80号）の規定に基づく  療施設に係る事務を除く。）  

（3）保険給付に関する事務   定に関する事務   老人保健事業に関する事務  （6）老人保健事業に関すること  

（4）介護保険事業計画の策定  （3）保険給付に関する事務   （医療等に限る。）   （医療等に限る。）  

に関する事務   （4）介護保険事業計画の策定  （4）関係町がそれぞれ実施す  （7）広域化の調査研究に関す  

（5）保険料の賦課及び徴収に   に関する事務   る、乳幼児医療給付事業、母  ること  
関する事務   （5）保険料の賦課及び徴収に  子家庭等医療給付事業、老人  （8）北海道保健福祉部の事務  

（6）その他介荒壁保険制度の施   関する事務   医療給付特別対策事業及び  処理の特例に関する条例（平  

行に関する事務   （6）その他介護保険制度の施  
行に関する事務  業に関する受託事務  により広域連合が処理するこ  

（7）前各号に附帯する業務   （5）広域化の調査研究に関す  
ること   者、指定訪問入浴介護事業  

者、指定適所介護事業者及び  
指定居宅介護支援事業者（以  

下「指定居宅サービス事業者  
等」という。）の指定等に係る  

事務に関すること。   

広域連合  第5条 広域連合が作成する広  第5条  広域連合が作成す  第5条 広域連合が作成する広  第5条 広域連合が作成する  第5粂 広域連合が作成する広  第5条 広域連合の作成する広   

の作成す  域計画（地方自治法（昭和22   る広域計画（地方自治法（昭  域計画（地方自治法（昭和2  広域計画（地方自治法（唱和  域計画には、次の項目について  域計画には、次に掲げる項目に   
る広域計  年法律第67号）第284条第  和22年法律第67号）第  声年法律第67号）第284  22年法律第67号）第284条  記載するものとする。   ついて記載するものとする。   
画の：頃日  3項の広域計画をいう。以下同  284条第3項の広域計画  粂第3項の広域計画をいう。  第3項の広域計画をいう。以  （1）職員の人材開発事業に閑  （1）研修事業に関すること。  

じ。）には、次の項目について記  をいう。以下同じ。）には、  以下同じ。）には、次の項目  下同じ。）には、次に掲げる項  すること。   （2）人材交流事業に関すること。  

載するものとする。   次の項目について記載する  について記載するものとする。  日を記載するものとする。   （2）職員の人材交流事業に閑  （3）人材確保事業に関すること。  



（け 介護保険事業の実施に関  ものとする。   （1） 介護保険法の規定に基づ  （1）介護認定者査会の設置運  すること。   （4）調査研究事業に関すること。  
達して広域連合及び関係  （1）介護保険事業の実施に閑   く介護保険事業に関する  営に関すること   （3）職員の人材確保事業に関  （5）前各号に掲げる事業につい  
市町村が行う事務に関す   適して広域適合及び関係   事務   （2）介護保険の事務に関するこ  すること。   ての連絡網整に関すること。  
ること。   市町村が行う事務に関す  （2） 国民健康保険法の規定に  と   （4）人材開発、確保等に閲す  （6）広域計画の期間及び改定に  

（2）広域計画の期間及び改定   ること。   基づく国民健康保険事業  （3）介護予防対策事業に閲す  る調査研究に関すること。   関すること。  
に関すること。   （2）広域計画の期間及び改定   に関する事務（国民健康  ること   （5）前各号に掲げる事務につ  

に関すること。   保険直営診療施設に係る  （4）広域医療推進に関すること  いての連絡網整に関すること。  
（3）その他広域計画に閲し必   事務を除く。）   （5）国民健康保険事業に閲す  （6）広域計画の期間及び改定  

要な項目   （3）老人保健法の規定に基づ  

く老人保健事業に関する  
事務（医療等に限る。）  

（4）関係町がそれぞれ実施す  

る、乳幼児医療給付事業、  
母子家庭等医療給付事  
業、老人医療給付特別対  
策事業及び重度心身障害  
者医療給付事業に関する  
受託事務  された指定居宅サービス事業  

（5）広域化の調査研究に閲す  
ること。   関すること  

（9）保健・医療・福祉の総合的  

な調■整に関すること   

広域連合  第6条 広域連合の事務所は、  第6粂 広域連合の事務所は、  第6条 広域連合の事務所は、  第6条 広域連合の事務所は、  第6条 広域連合の事務所は、  第6粂 広域連合の事務所は、   
の事務所  福岡市内に置く。   沖縄県中頭郡北谷町に置く。   北海道上川郡東川町東町1丁  

目16番1号に置く。   井江10番地28に置く。   4番地1に置く。   

広域連合  第7条 広域連合の議会の議  第7条 広域連合の議会の請  第7粂 広域連合の議会の議  第7粂 広域連合の議会の舐  第7粂 広域連合の議会の議員  第7条 広域連合の試合の舐   

の議会の  鼻（以下「広域連合議員」と  員（以下「広域適合議員」と  員（以下「広域適合議員」と  員（以下「広域連合議員」と  （以下「広域連合議員」という。）  員（以下「広域連合議員」と   
維持   いう。）の定数は、144人と  いう。）の定数は、10人とする。  

する。   る。   2広域連合議員は、梢成市町  

村の長及び議員のうちから、次  
の各号に掲げる者の区分に応  
じ、当該各号に窪める人数をも  
って組織する。  
（1）市長1人  
（2）町村長2人  
（3）市議会議員3人  
（4）町村議会鶉貝4人   

広域連合  第8条 広域連合議員は、関係  第8条 広域連合論貞は、関係  第8条 広域連合議員は、関係  第8条 広域連合議員は、関係  第8粂 広域連合議員は、構成  第8条 広域連合議員の選挙に   
議員の選  市町村の議会の議員、長及び  市町村の議会の議員のうちか  町の議会の議員のうちから、   市町の議会の議員のうちか  団体の議会において、構成団体  当たっては、次の各号に掲げる   
挙の方法  助役のうちから、各関係市町  ら、関係市町村の議会におい  関係町の議会においてこれを   ら、関係市町の議会において  の長（知事を除く。次条におい  者の区分に応じ、当該各号に定  

村の読会において2人を選挙  て1人を選挙する。   選挙する。 選挙する。   て同じ。）及び議員のうちから、  める者の推薦がなければなちな  

する。   2 関係市町村の議会におけ  2 関係町の議会における選  2 関係市町において選挙すべ  次の各号に掲げる区分に応じ、  い○  

2 関係市町村の議会におけ  る選挙については、地方自治  挙において選挙すべき広域連  き広域連合議員の定数は、そ  当該各号に定める人数を、第1  （1）前条第2項第1号に掲げる  
る選挙たっいては、地方自治  法第118条の例による。   合議員の定数は、それぞれ3  れぞれ2人とする。   号にあっては埼玉県議会、第2  者 構成市町村（市に限る。）  

怯第118条の例による。   3 広域連合の議会の解散が  人とする。   3 関係市町の議会における  号及び第4号にあっては各市議  の長のうちその総数の4分の  
3 広域適合の議会の解散が  あったとき、又は広域連合議  3 広域適合の議会の解散が  選挙については、地方自治法  会、第3号及び第5号にあって  1以上の者又は構成市町村の  
あったとき、又は広域連合議員  員に欠員が生じたときは、速  あったとき又は広域連合議員  第118条第1項の例による。  は各町村議会において選挙す  すべての町村長を持って組織  
に欠員が生じたときは、速やか  やかに、これを選挙しなけれ  に欠員が生じたときは、速や  4 広域連合の読会の解散が  る。   する団体  

にこれを選挙しなければならな  ぱならない。   かに、これを選挙しなければ  あったとき、又は広域連合論  （1）埼玉県議会議員 2人  （2）前条第2項第2号に掲げる  

い。  ならない。   員に欠貞が生じたときは、速  （2）市長 5人   者 構成市町村（町村に限   

－
0
0
阜
－
 
 
 



やかに、これを選挙しなけれ  る。）の長のうちその総数の4  
ぱならない。   （4）市議会議員2人  分1以上の者又は構成市町村  

（5）町村議会議員2人  のすペての町村長をもって組  
2埼玉県議会における選挙に  

ついては、地方自治法（昭和2  

2年法律第67号）第118条  
の例による。  の議員のうちその定数の総数  
3各市町村議会における選挙  
については、次の各号に掲げる  
区分に応じ、当該各号に定める  
ものの推薦のあった者を候補者  
とする。  者構成市町村（町村に限  
（1）第1項第2号に掲げる者  

すべての市長をもって組織す  
る団体又は構成団体（市に限  

る。）の長の総数の8分の1  

以上の者  体  
（2）第1項第3号に掲げる者  

すべての町村長をもって組織  
する団体又は構成団体（町村  

に限る。）の長の総数の8分  

の1以上の者  議会、前条第2項第2号及び第  

（3）第1項第4号に掲げる者  
すべての市議会ゐ議長をもっ  
て組織する団体又は構成団  
体（市に限る。）の議員の定  

数の総数の20分の1以上  
の者  すべての市議会の、町村読会に  

（4）第1項第5号に掲げる者  
すべての町村議会の議長を  

もって組織する団体又は構成  
団体（町村に限る。）の議員  

の定数の総数の20分の1  

以上の者  
4前項の選挙は、市読会にお  

ける選挙についてはすべての  

市読会の、町村読会における  
選挙についてはすべての町村  

議会の選挙における得票総数  
の多い着から順次その選挙に  
おける定数に達するまでの者  
を当選人とする。  

広域連合  第9粂 広域迎合読点の任期  第9条 広域連合議員の任期  第9粂 広域連合議員の任期  第9条 広域適合議員の任期  第9 条 広域連合議員  第9粂 広域迎合議員の   
議員の任  は、当該関係市町村の議会の  は、関係市町村の議会の議員  は、関係町の議会の議員とし  は、関係市町の議会の議員と  の任期は、構成団体の  任期は、構成市町村の長   

期  議員、長又は助役としての㍗任  ての任期による。   しての任期による。   長又ば議員としての任  

期による。   期による。  よる。  
2広域適合議員が構  
成団体の長又は読′貞で  
なくなったときは、同時  
にその職を 職を失う。   
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3広域連合ゐ読会の解  
散があったとき又は広域  
連合談員に欠員が生じ  

たときは、遷やかに、こ  
れを選挙しなければなら  
ない。   

広域連合  第10条 広域連合の敵   第10条 広域連合の議会は、  第10条 広域連合の議会は、  第10条 広域適合の議会は、  第10条 広域連合の議会は、  第10条 広域遵合の訊   
の議会の  会は、広域連合議員のう  広域連合議員のうちから議長及  広域連合議員のうちから議長  広域連合議員のうちから議長及  広域連合議員のうちから、議長  会は、広域迎合議員のう   
議長及び  ちから議長及び副議長1  び副議長1人を選挙しなければ  及び副議長各1人を選挙しな  び副議長1人を選挙しなければ  及び副議長1人を選挙する。  ちから、試長及び副議長1   
副議長   人を選挙しなければなら  ならない。   ければならない。   ならない。   2 議長及び副議長の任如は、  人を選挙する。  

ない。   2 議長及び副議長の任期は、  2 議長及び副議長の任期は、  2 議長及び副議長の任期は、  広域適合議員としての任期に  2 議長及び副級長の任  
2議長及び副議長の任  広域迎合議員の任期による。  広域迎合議員の任期による。   よる。   期は、広域迎合議員として  
期は、広域連合議員の任  の任期による。   
期による。   

広域連合  第11粂 広域迎合に、広  第11粂 広域迎合に、広域連  第11条 広域連合に、広域連  第11条 広域連合に、広域遵  第11粂 広域迎合に、広域連  第11粂 広域迎合に、広   
の執行機  域連合長、副広域連合  合長、副広域連合長3人及び  合長、副広域連合長2人及  合長、副広域連合長5人及び  合長、副広域連合長2人及び  域迎合長、副広域迎合長   
関等の組  長13人、助役及び収ノ  収入役1人を置く。   び収入役各1人を置く。ただ  助役を置く。   収入役1人を置く。   2人及び収入役1人を置   
織   入役を置く。  し、条例で収入役を置かず広  く。   

2広域連合長、副広域  域連合長又は助役をしてそ  
連合長、助役及び収入  の事務を兼掌させることがで  
役は、広域連合議員と  きる。  
兼ねることができない。  

広域連合  第12条 広域適合長は、  第12条 広域連合長は、関係  第112条 広域連合長は、関係  第12条 広域連合長は、関係  第12粂 広域連合長は、構成  第12条 広域連合長は、   
の執行機  関係市町村の長のうち   市町村の長のうちから、関係  町の長のうちから、関係町の  市町の長のうちから、関係市  団体の長が投票により、これを  構成市町村の長のうちか   
関等の選  から、関係市町村の長   市町村の長が投票により、こ  長が投票により、これを選挙  町の長が投票によりこれを選  選挙する。   ら、当該構成市町村の長   

任方法   が投票によりこれを選挙   れを選挙する。   する。   挙する。   2 前項の選挙は、広域連合の事  が投票により選挙する。  

する。   2 前項の選挙は、第15条に  2 前項の選挙は、広域連合の  2 前項の選挙は、広域連合の  務所において行うこととする。  2 前項の選挙は、広域迎  
2 前項の選挙について   規定する選挙管理委員会が  事務所において行うものとす  事務所において行うものとす  ただし、これにより難い場合に  合の事務所において行う  
は、公職選挙法（昭和25  定める場所において行うもの  る。   る。   おいては、広域連合長が別に  ものとする。ただし、これ  

年法律第100号）第46   とする。   3 広域連合長が欠けたとき  3 副広域連合長は、広域連合  定めること ができる。   により難いときは、広域迎  

条第1項及び第4項、第  3 副広域連合長は、広域連合  は、速やかに、これを選挙し  長以外の関係市町の長をも  3 広域連合長が欠けたとき   合長が別に定めることが  

68条第1項並びに第95   長が広域連合の議会の同意  なければならない。   って充てる。   は、速やかに、これを選挙しな  できる。  

条の規定を準用する。   を得て、関係市町村の長のう  4 副広域適合長は、広域連合  4 助役は、関係市町の助役の  ければならない。   3 広域連合長が欠けたと  

3 第1項の選挙は、第   ちから選任する。   長以外の関係長の長をもっ  うちから、広域連合長が広域  4 副広域連合長及び収入役  きは、速やかにこれを選挙  

15条の選挙管理委員会  4 収入役は、広域連合長が広  て充てる。   連合の議会の同意を得て選  は、広域連合長が広域連合の  しなければならない。  

が定める場所において行   域迎合の読会の同意を得て、  5 助役は、広域連合長が広域  任する。   議会の同意を得て選任する。  4 副広域連合長及び収入  

うものとする。   関係市町村の収入役のうち  連合の議会の同意を得て、関  5 広域適合長が欠けたとき  役は、広域連合長が広域  

4 副広域迎合長は、広域   から選任する。   係町の助役のうちからこれを  は、速やかに、これを選挙し 連合の議会の同意を得て  

迎合長が関係市町村の  なければならない。  選任する。  

長のうちからこれを選任す  

る。  なければならない。   域連合の議会の同意を得て、  

5助役は、広域迎合長が  関係町の収入役のうちからこ  

広域連合の議会の同意  れを選任する。（前条ただし  

を得てこれを選任する。  書きの規定を適用した場合  

6収入役は、広域適合長  を除く。）  

が広域連合lの議会の同  

意を得てこれを選任する。  
7広域迎合長が欠けた  

ときは、速やかにこれを選  
挙しなければならない   
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広域連合  第13条 広域連合長及  第13条 広域連合長及び副広  第13粂 広域連合長及び副広  第13粂 広域連合長、副広域  第13条広域連合長、副広域連  第13条 広域適合長、   
の執行機  び副広域連合長の任期  域連合長の任期は、関係市町  域連合長の任期は、関係町の  連合長及び助役の任期は、そ  合長及び収入役の任期は、4年  副広域適合長及び収入役   
関等の任  は、関係市町村の長と   村の長としての任期による。   長としての任期による。   れぞれの属する関係市町の長  とする。ただし、構成団体の任  の任期は、4年とする。た   
期   しての任期による。   2 収入役の任期は、関係市町  2 助役の任期は、関係町の助  及び助役としての任期によ  期の定めのある職を兼ねる者に  だし、構成市町村の任期  

2 助役の任期は、4年と  村の収入役としての任期によ  役としての任期による。   る。   あっては、当該任期による。  の定めのある職を兼ねる  
する。ただし、広域連合  3収入役の任期は、関係町の  者にあっては、当該イ［拙に  
長は、任期中においても  収入役としての任期による。  よる。   
これを解職することがで  

きる。  

3収入役の任期は、4年  

とする。   

副広域連  第14条副広域連合長は、広  
会長等の  域迎合長を補佐し、広域連合  
職務  長に事故があるとき又は広域  

連合長が欠けたときは、あら  

かじめ広域連合長が定めた  

順序により、その職務を代理  

する。  

2助役は、広域連合長を補佐  

し、次条に規定する補助職貞  
の担任する事務を監督する。  

3収入役は、広域連合の出納  
その他の会計事務をつかさど  

る。  

補助職員  第14二条 第11条に定め  第14条 広域連合に、第11粂  第15条 第11粂に規定するも  第14条 広域連合に、第11条  第14条 広域連合に、 第11  第14条 広域連合に、第  

る者のほか、広域連合に  に規定するもののほか、必要  ののほか、必要な吏員その他  に規定するもののほか、必要な  条に鱒定するもののほか、吏員  11粂に規定するもののほ  

必要な吏員その他の職  の職員を置く。   更員その他の職員を置く。   その他の職員を置く。   か、吏員その他の職員を  

員を置く。   置く。   

選挙管理  第15条 広域連合に選   第15条 広域連合に、選挙管  第16条 広域連合に、選挙管  第15条 広域連合に、選挙管  第15条 広域連合に、選挙管  第15条 広域連合に、選   

委員会   挙管理委員会を置く。   埋委員会を置く。   理委員会を置く。   理委員会を置く。   理委員会を置く。   挙管理委員会を低く。  

2 選挙管理委員会は、4  2 選挙管理委員会は、4人の  2 選挙管理委員会は、4人の  2 選挙管理委員会は、4人の  2 選挙管理委員会は、4人の  2 選挙管理委員会は、4  
人の選挙管三埋委員をも   選挙管理要員をもってこれを  選挙管理委員をもってこれを  選挙管理要員をもってこれを  選挙管理委員をもって組織す   人の選挙管理委員をも  

ってこれを組織する。   組織する。   組織する。   組織する。   る。   って組織する。  

3 選挙管理委員は、関係  3 選挙管理要員は、関係市町  3 選挙管理委員は、．関係町の  3 選挙管理要員は、関係市町  3 選挙管理委員は、広域連合  3 選挙管理委員は、構成  
市町村の選挙権を有す   村の選挙権を有する者で、人  選挙権を有する看で、人格が  の選挙権を有する者で、人格  の議会において選挙する。   市町村の選挙権を布す  

る着で、 人格が高潔で、  格が高潔で、政治及び選挙に  高潔なもののうちから、広域  が高潔なもののうちから広域  4 選挙管理委員の任期は、4   る看で、人格が高潔で、  

政治及び選挙に閲し公   閲し公正な識見を有する者の  連合の議会においてこれを選  連合の議会においてこれを選  年とする。   政治及び選挙に閲し公  

正な識見を有するもの   うちから、広域連合の読会に  挙する。   挙する。  正な識見を有するもの  

のうちから、広域迎合の  おいてこれを選挙する。   4 選挙管理要員の任期は、4  4 選挙管理委員の任期は、4  のうちから、広域迦合の  

議会においてこれを選挙  年とする。  読会において選挙する。  

する。  年とする。   4選挙管理委員の任期  

4選挙管理要員の任期  は、4年とする。   

は、4年とする。   

公平委員  第16条広域連合に、公平委  

．1ゝ．  ：＝て  員会を置く。  
2公平委員会は、3人の委員  
をもって組織する。  

3公平委員会の委員は、広域  
連合長が広域連合の議会の同  

意を得て選任する。  

－
0
0
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4公平委員会の委員の任期  
は、4年とする。  

監査委員  第16粂 広域迎合に監   第16粂 広域連合に監  第17条 広域連合に監  第16条 広域連合に監  第17条 広域連合に、監査委  第16粂 広域迎合に、監  
査委員 2人を置く。   査要員2人を置く。   査委員 2人を置く。   査委員2人を置く。   貞2人を置く。   査委員 2人を1置く。  

2 監査委員は、広域適合  2 監査安貞は、広域迎合  2 監査委員は、広域適合  2 監査委貞は、広域連合  2 監査要員は、広域適合長が  2 監査委員は、広域連合  
長が、広域迎合の議会   長が、広域連合の読会  長が、広域適合の読会  長が、広域連合の議会  広域連合の議会の同意を得て   長が広域連合の読会の  
の同意を得て、人格が   の同意を得て、人格が   の同意を得て、人格が   の同意を得て、人格が  選任する。   同意を得て、人格が高潔  
高潔で、地方公共団体   高潔で、広域連合の財   高潔で、地方公共団体   高潔で、広域連合の財  3 監査■要員の任期は、4年と  で、広域連合の財務管  
の財務管理、事業の経   務管理、事業の経営管  の財務管理、事業の経  務管理、事業の経営管  する。   理、事業の経営管理その  
営管理その他行政道営   理その他行政運営に開   営管理その他行政遜営   理その他行政道営に関  他行政運営に閲し優れた  
に閲し優れた識見を有   し優れた識見を有する者  に閲し優れた識見を有   し優れた識見を有する者  識見を有する者（次項に  
する者（次項において   （次項において「識見を   する者（次項において   （次項において「識見を  おいて「識見を有する者」  
「識見を有する者」とい  有する者」という。）及び   「識見を有する者」とい  有する者」という。）及び  という。）及び広域連合議  

う。）及び広域迎合議員  広域連合議員のうちか   う。）及び広域連合議員  広域連合議員のうちか  員のうちから、それぞれ1  
のうちから、それぞれ1   ら、それぞれ1人を選任  のうちから、それぞれ1   らそれぞれ1人を選任す  人を選任する。  
人を選任する。   する。   人を選任する。   る。  3 監査委員の任期は、識  

3 監査委員の任期は、識  3 監査委員の任期は、識  3 監査委員の任期は、識  3 監査要員の任期は、識  見を有する者のうちから  
見を有する者のうちから  見を有する者のうちから  見を有する者のうちから   見を有する者のうちから  選任される者にあっては4  
選任される者にあっては  選任される者にあっては  選任される者にあっては   選任される者にあっては  年とし、広域連合議員の  

4年とし、広域連合議員  4年とし、広域連合講員  4年とし、広域連合議員  4年とし、広域連合論貞  うちから選任される者にあ  
のうちから選任される者  のうちから選任される者  のうちから選任される者   のうちから選任される者  っては、広域連合議員と  
lこあっては広域適合議  にあっては広域迎合議  にあっては広域連合議   にあっては広域連合試  しての任期による。  
員の任期による。ただし、  貞の任期による。   
後任者が選任されるまで  
の間は、その職務を行う  
ことを妨げない。   ことを妨げない。   

支部   第17条広域連合の事  
務を分掌させるため、支  
部を設ける。  

2支部の名称、位置及び  
所管区域は、条例で定め  
る。  

広域連合  第18条 広域連合の経  第17条 広域適合の経  第18条 広域連合の経  第17条 広域連合の経  第18条 広域連合の経費は、  第17条 広・域連合の経   
の経費の  費は、次に掲げる収入を  費は、次に掲げる収入を  費は、次に掲げる収入を  費は、次に掲げる収入を  次に掲げる収入をもって充てる。  費は、次に掲げる収入をも   
支弁の方  もって充てる。   もって兎てる。   もって充てる。   もって充てる。   （1）構成団体の負担金   って充てる。   

法   （1） 関係市町村の負担  （1） 関係市町村の負担  （1） 関係町の負担金   （1） 関係市町の負担金  （2）その他   （1）構成市町村の負担  

金   金   （2） 事業収入   （2） 事業収入   2 前項第1号に掲げる負担金  金  

（2） 事業収入   （2） 事業収入   （3） 国及び道の支出金  （3） 国及び道の支出金  の板は、広域適合の予算におい  （2）研修事業に対する椛  
（3） 国及び県の支出金  （3） 国及び県の支出金  （4） 地方債   （4） 地方債   て定め るものとし、その負担割  成市町村からの実艶負担  
（4） 地方債   （4） 地方債   （5） その他収入   （5） その他   合は、別表のとおりとする。   金  

（5） その他   （5） その他   2 前項第1号に規定する  2 前項第1号に規定する  3 第1項第2号に掲げる収入  （3）県からの支出金  
2 前項第1号に規定する  2 前項第1号に規定する  関係町の負担金の髄  関係市町の負担金は、  のうち構成団体の負担すべき命  （4）地方債  
関係市町村の負担金の   関係市町村の負担金の  は、広域連合の予算に  広域連合の処理する事  額に充てるペき収入がある場  （5）その他  
額は、別表第3の負担割  額は、広域連合の予算  おいて定めるものとし、そ  務に要する経費から同項  合の構成団体の負担金の額は、  2 前項第1号に規定する  
合により、広域連合の予   において定めるものとし、  の負担割合は別表第の  2号から第 5号までに掲  前項の規定にかかわらず、当該  負担金の額は、広域迎合  
算において定めるものとす  別表第3のとおりとする。  とおりとする。   げる収入を除いたものと  収入を第1項第1号に掲げる  の予算において定めた構  

る。  し、そめ額は広域連合の  
予算において定めるもの  
とし、その負担割合は別  
衰のとおりとする。   額とする。   担割合により算出するもの   
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とする。  
3第1項第5号に規定す  
る収入のうち負担金給餌  

に充てるペき収入がある  

．場合の織成市町村の負  

担金の額は、前項の規定  

にかかわらず、当該収入を  
負担金総統の．・一部とみな  
して、当該負担金総領から  
当該収入を控除し、その  
煩から別表第2の負担制  

合により算出するものとす  

る。   
補則   第19．条 この規約の施  第19 条 この規約の施  第19 轟 この規約の施  第18条 この規約の施  第19粂 この規約の施行に関  第18条 この規約の施行  

行に1謁し必要な事項は、  行に閲し必要な事項は、  行に閲し必要な事項は、  行に必要な事項は、広域  し必要な事項は、広域連合長が  に閲し必要な事項は、広域  

広域連合長が規則で定め  連合長が規則で定める。   

る。   める。   る。   

共通経費  均等剖  5％   均等割10％   均等剖 30％   均等割 25％   県：1／2   均等割50％   

の負担割  高齢者人口割 25％   高齢者人口割 45％   人口割 70％   高齢者人口割 50％   市町村：1／2（均等剖）   人口割50％  

．ム． 臼  人口割50％  人口割 45％  人口割 25％   
財政割20％  

Ⅰ
0
0
∽
1
 
 
 



広域連合組織体制の比較  

内容  60市町村   6市町  
数 23万人   険者数1万5千人   

会、広報    、全般管理  
計画策定、保健事          業の企  
計画策定、基金への拠出                 ・交付・貸付  

13   2  

出納室  

被保険者   証の発行  
‡資格  取得；  ヽ二  儀      届出；受付  

資格管理  
資格  証明   書・短期     被保       者言     正の交付  

保険  料率  決定（軽      減 含む       、）  
保険料の  

貝武課  

保険  料の減免  

事業  
・iIi二・  

；保険  料み  
23   

保険料の  

現物  給付の審     査、支払  

保険給付             償還  払いの    審   査、支払    給付制限  
レセプト点検   

全 体  37   14   

※1介護保険の広域連合は、要介護認定にかかる人数を除いたもの。  
※2 数字は正規職員の数。（平成17年4月1日現在）  
※3網掛けは後期高齢者医療制度において市町村が処理するとされている事務  
※4空知中部広域連合の総務部門の事務の一部は事業部門で処理している。   



広域連合の設立に関する国の支援と都道府県の役割  

1．国の支援  

（1）老人医療費適正化推進糞補助金による補助（補助率1／2）約8億円   

平成18年度予算において、上記補助金に、制度改正の施行準備等に要する経費を計上。  

①都道府県事業（単年度限りの措置）  

広域連合の設置に係る市町村との連絡調整等経費。（基準額は、100万円を限度と   

する。）  

② 市町村事業（単年度限りの措置）  

広域連合の設置に係る準備経費。（基準額は、2，000万円を限度とする。）  

③ その他（患者負担見直しに係る市町村システムの整備経責）  

（2）国のシステム開発経貴   約9億円   

平成18年度予算において、国の事業として、広域連合における被保険者の資格管理業   
務や保険料の賦課・徴収業務等に必要なシステム開発の経費を計上。 

2．高齢者の医療の確保に関する法律における都道府県の役割  

都道府県は、後期高齢者医療広域連合又は市町村に対し、後期高齢者医療制度の運営  
が健全かつ円滑に行われるように、必要な助言及び適切な援助をするものとする。  

（第133条第1項）   



後期高齢者医療財政の概要  

医療給付費等総額：10．3兆円  

国調整交付金   

（8％）※   

0．8兆円  

財政安定化基金  
調整交付金（国）  

○保険料未納リスク、給付増リスク等によ  
る後期高齢者医療広域連合の財政影響に対  
応するため、国・都道府県・広域連合（保  
険料）が1／3ずつ拠出して、都道府県に  
設置。   

事業規模：2，000億円  

○普通調整交付金   

広域連合間の財政力の不均衡を調整す  
るために交付。  

○特別調整交付金   

画一的な測定方法によって、措置でき  
ない特別の事情（災害等）を考慮して  
交付。  

定率国庫負担   

（25％）※  

2．4兆円  
高額医療費に対する支援  

○高額な医療費の発生による後期高齢  
者医療広域連合財政の急激な影響への  
緩和を図るため、国及び都道府県は後  
期高齢者医療広域連合に対して1／4  
ずつ負担。  
・事業規模：1，000億円  

定率都道府県負担  

（8％）※  

0．8兆円  

保険基盤安定制度  

○低所得者等の保険料軽減分を公費で   

補填。   
事業規模：1，700億円  

（市町村1／4、都道府県3／4）  

50％  50％   

都道府県単位の広域連合  

※ 現役並み所得者については、公費負担（50％）がなされないため、実際の割合は50％と異なる0  
※※ 国保及び政管健保の後期高齢者支援金には、別途各々50％、16・4％の公費負担がある。   



後期高齢者医療制度における保険料賦■課基準と収納対策（案）  

○ 後期高齢者医療制度においては、介護保険同様、後期高齢者一人ひとりに対して、保険料を賦課・徴収する。  
○ 保険料の算定方法についてはJ国保の算定方法を参考にして、頭割の部分（応益割）と、所得に応じた部分  

（応能割）とで設定する。応益割は被保険者均等割、応能割は所得割とし、応益割：応能割＝50：50を標準と   

する。  
○ 所得割の算定対象所得は、旧ただし書所得（＝総所得金額一基礎控除）を基準とする。  
○ 賦課限度額を設ける。（具体的な額については検討中）  

①低所得者については、世帯の所得水準に応じて、保険料を軽減する。  

※保険料軽減の基準   
低所得者について、応益割の部分を軽減。   
軽減の種類は、世帯の所得水準に応じ、次のとおり。   
・7割軽減‥基準額＝基礎控除額（33万円）  

（夫婦二人世帯・夫の年金収入）  

153 万円／年  
5割軽減・・基準額＝基礎控除額（33万円）十24．5万円×（世帯人数－1）  177．5万円／年  
2割軽減・・基準額＝基礎控除額（33万円）＋3．5万円×世帯人数  223 万円／年  

（注）基礎控除額等の数字については、今後の税制改正等により変動があり得る。   

・基礎年金受給者（年額79万円） 月額 900円（7割軽減）   （注）平成20年度における全国平均の試算額  

② これまで被用者の子供と同居するなどにより、被用者保険の被扶養者として保険料を負担してこなかった方   
については、激変緩和の観点から、後期高齢者医療制度に加入したときから2年間、保険料を半額とすろ。  

・被用者の子供と同居する者 月額3100円（子・政菅平均年収390万円、∴親◆基礎年金一79万円）   
※ ただし、被用者保険の被扶養者については、2年間∴保険料を5割軽減し、1500円。  

（注）平成20年度における全国平均の試算額  

③①及び②の軽減分については、，公費で負担する。   




